
令和5年度実績に関する事務事業評価表 事業№
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①

②

①

②
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ソフト事業 25

事 務 事 業 名 障がい者福祉推進事業 課　　等　　名 社会福祉課

予 算 事 業 名 障がい者福祉推進事業 係　　　　　名 福祉係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1005

事　業　期　間 開始年度 平成23年度 終了年度 当面継続 会　　　　　計 一般会計

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款 民生費

政　策　名 政策08．支え合いと寄り添いのまちづくり 項 社会福祉費

施　策　名 施策17．障がい者・生活困窮者の自立支援の促進 目 障がい者福祉費

基本事業名 基本事業17－１．暮らしやすい環境づくりの推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

根　拠　法　令 魚津市障害者のスポーツ大会出場に対する激励金支給事業 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画
身体障害者手帳・療育手帳・精神障害者保健福祉手帳所持者 人 2,201 2,176 2,176 2,195 100.9% 2,195 

県スポーツ大会の開催回数 回 0 4 4 4 100.0% 4 

激励金支給件数 件 2 2 5 0 0.0% 5 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

事業費合計 　　(Ａ) 円 455,184 500,355 1,143,000 704,021 40.7% 1,344,000 

①国庫支出金 円

②県支出金 円 2,000 2,000 2,000 2,000 0.0% 2,000 

③地方債 円

④その他（使用料、雑入等） 円

⑤一般財源 円 453,184 498,355 1,141,000 702,021 40.9% 1,342,000 

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 1 1 1 0.0% 1 

②年間所要時間 時間 200 200 200 200 0.0% 200 

③人件費（②×＠ 3,956 円）(Ｂ) 円 791,200 791,200 791,200 791,200 0.0% 791,200 

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 1,246,384 1,291,555 1,934,200 1,495,221 15.8% 2,135,200 

　令和5年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度 ２ 普通

コスト効率 ２ 普通

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

現状を維持

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止

担
当
部
署

予
算
科
目

総
合
計
画

事 業 概 要
障がい者スポーツ大会の事業費、障がい者スポーツ大会の全国大会出場者への報償費の支出をすることにより障がい者
の社会参加の推進を図る。

対　   　象 障がい者

手       段
（活動指標）

障がい者スポーツ大会の事業費、障がい者スポーツ大会の全国大会出場者への報償費の支出をすることにより障がい者
の社会参加の推進を図る。

意       図
（成果指標）

障がい者スポーツを通じて社会参加を図る。

３
指　
　

標

活動指標名・成果指標名 単位

活
動

成
果

区　　　分 単位

事
業
費

財
源
内
訳

人
件
費

評価の視点 R4評価 R5評価 評価結果の説明 個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ｂ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

効  率  性 Ｂ Ｂ 進め方等の改善が必要

結果
(課長総括) Ｂ Ｂ 事業の進め方・内容について改善の余地あり 不要

今
後
の
方
針

方
針
の
説
明
等

学校卒業後の障がい者の方のスポーツ大会への参加の機会確
保及び全国大会等への激励金支出で大会参加を支援すること
で、社会参加の促進が図られている。

１
基
本
項
目

２
事
業
概
要

４
コ
ス
ト
情
報

５
取
組
内
容

○魚津市身体障がい者・知的相談員事業
○魚津市障害者連合会活動事業補助

６
評　
　

価

１
次
評
価

２
次
評
価
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③

①
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ソフト事業 30

事 務 事 業 名 重度心身障がい者医療助成事業 課　　等　　名 社会福祉課

予 算 事 業 名 重度心身障がい者医療助成事業 係　　　　　名 福祉係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1005

事　業　期　間 開始年度 昭和49年度 終了年度 当面継続 会　　　　　計 一般会計

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款 民生費

政　策　名 政策08．支え合いと寄り添いのまちづくり 項 社会福祉費

施　策　名 施策17．障がい者・生活困窮者の自立支援の促進 目 障がい者福祉費

基本事業名 基本事業17－２．個々のニーズに応じた支援の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

根　拠　法　令 魚津市重度心身障害者等医療費助成条例 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画

65歳未満（障Ⅰ）対象者数（年度末） 人 269 276 280 271 96.8% 280 

65歳以上（障Ⅱ・一部）対象者数（年度末） 人 737 697 680 686 100.9% 680 

65歳未満（障Ⅰ）助成額 円 49,470,555 45,409,542 51,600,000 49,382,897 95.7% 51,600,000 

65歳以上（障Ⅱ・一部）助成額 円 59,056,887 55,511,876 67,500,000 56,136,378 83.2% 67,500,000 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

事業費合計 　　(Ａ) 円 110,412,086 101,503,053 119,100,000 106,011,077 4.4% 112,351,000 

①国庫支出金 円

②県支出金 円 46,165,000 41,615,000 50,273,000 46,732,000 12.3% 46,373,000 

③地方債 円

④その他（使用料、雑入等） 円 18,064,864 18,233,578 19,200,000 17,077,822 -6.3% 18,201,000 

⑤一般財源 円 46,182,222 41,654,475 49,627,000 42,201,255 1.3% 47,777,000 

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 1 1 1 0.0% 1 

②年間所要時間 時間 1,300 1,300 1,300 1,300 0.0% 1,300 

③人件費（②×＠ 3,956 円）(Ｂ) 円 5,142,800 5,142,800 5,142,800 5,142,800 0.0% 5,142,800 

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 115,554,886 106,645,853 124,242,800 111,153,877 4.2% 117,493,800 

　令和5年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度 １ 高い

コスト効率 ２ 普通

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

現状を維持

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止

担
当
部
署

予
算
科
目

総
合
計
画

事 業 概 要

心身に障害のある方に医療費負担の一部を助成し、福祉の増進を図っている。
①障Ⅰ：65歳未満で重度障害（身体障害者手帳１・２級、療育手帳Ａ、精神障害者保険福祉手帳１級）のある人（現物支給）②障Ⅱ：65歳～69歳未満で軽度
障害（身体障害者手帳４～６級、療育手帳Ｂ）のある人（現物支給）③一部負担金還付：65歳以上で重中度障害（身体障害者手帳１～３級・４級の一部、療
育手帳Ａ、精神障害者保険福祉手帳１・２級、障害者年金１・２級）のある人（償還払い）※世帯所得1000万円以下

対　   　象 上記の対象者

手       段
（活動指標）

医療費を「償還払い」または、「現物支給」する。
（県補助１／２）

意       図
（成果指標）

医療費の負担がなくなり、受診しやすくなる。

３
指　
　

標

活動指標名・成果指標名 単位

活
動

成
果

区　　　分 単位

事
業
費

財
源
内
訳

人
件
費

評価の視点 R4評価 R5評価 評価結果の説明 個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ａ Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

効  率  性 Ｂ Ｂ 進め方等の改善が必要

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当 不要

今
後
の
方
針

方
針
の
説
明
等

障がい者の経済的負担軽減のため、事業を継続して実施する
ことが必要である。ただし、事務の効率化については検討の
余地がある。
なお令和７年度８月から現物給付化に移行予定。

１
基
本
項
目

２
事
業
概
要

４
コ
ス
ト
情
報

５
取
組
内
容

申請に基づき医療費の助成を行った。

６
評　
　

価

１
次
評
価

２
次
評
価



令和5年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③
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ソフト事業 35

事 務 事 業 名 相談支援事業 課　　等　　名 社会福祉課

予 算 事 業 名 地域生活支援事業 係　　　　　名 福祉係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1005

事　業　期　間 開始年度 平成14年度 終了年度 当面継続 会　　　　　計 一般会計

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款 民生費

政　策　名 政策08．支え合いと寄り添いのまちづくり 項 社会福祉費

施　策　名 施策17．障がい者・生活困窮者の自立支援の促進 目 社会福祉総務費

基本事業名 基本事業17－２．個々のニーズに応じた支援の推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

根　拠　法　令 障害者総合支援法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画

委託事業所 2 2 2 2 2 100.0% 2 

相談件数 件 3,390 1,838 2,000 1,797 89.9% 2,000 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

事業費合計 　　(Ａ) 円 12,353,541 12,347,305 12,348,213 12,348,213 0.0% 12,805,116 

①国庫支出金 円

②県支出金 円

③地方債 円

④その他（使用料、雑入等） 円

⑤一般財源 円 12,353,541 12,347,305 12,348,213 12,348,213 0.0% 12,805,116 

①事務事業に携わる正規職員数 人 3 3 3 3 0.0% 3 

②年間所要時間 時間 1,000 1,000 1,000 1,000 0.0% 1,000 

③人件費（②×＠ 3,956 円）(Ｂ) 円 3,956,000 3,956,000 3,956,000 3,956,000 0.0% 3,956,000 

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 16,309,541 16,303,305 16,304,213 16,304,213 0.0% 16,761,116 

　令和5年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度 １ 高い

コスト効率 ２ 普通

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

現状を維持

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止

担
当
部
署

予
算
科
目

総
合
計
画

事 業 概 要 障がい者やその家族からの相談を受け、各種福祉サービスの調整等を行う。

対　   　象 障がいを有する者またはその家族

手       段
（活動指標）

魚津市社会福祉協議会、医療法人社団信和会あゆみの郷に事業を委託して実施

意       図
（成果指標）

障がい者が必要時に気軽に相談できる場がある

３
指　
　

標

活動指標名・成果指標名 単位

活
動

成
果

区　　　分 単位

事
業
費

財
源
内
訳

人
件
費

評価の視点 R4評価 R5評価 評価結果の説明 個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

効  率  性 Ｂ Ｂ 進め方等の改善が必要

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当 不要

今
後
の
方
針

方
針
の
説
明
等

身体・知的・精神の在宅障がい者の相談支援や各種事業等の
情報提供を行うことで障がい者の自立促進につながることか
ら、継続が必要である。

１
基
本
項
目

２
事
業
概
要

４
コ
ス
ト
情
報

５
取
組
内
容

対象となる方に、積極的に事業を紹介した。
また、委託事業所相談員との連携を密にし、随時、報告や相談を受けることで、個々の利用者のニーズに応じた関わりを行った。

６
評　
　

価

１
次
評
価

２
次
評
価



令和5年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

ソフト事業 27

事 務 事 業 名 障がい福祉サービス費等給付事業 課　　等　　名 社会福祉課

予 算 事 業 名 障がい福祉サービス費等給付事業、補装具費給付事業 係　　　　　名 福祉係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1005

事　業　期　間 開始年度 平成18年度 終了年度 当面継続 会　　　　　計 一般会計

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款 民生費

政　策　名 政策08．支え合いと寄り添いのまちづくり 項 社会福祉費

施　策　名 施策17．障がい者・生活困窮者の自立支援の促進 目 障がい者福祉費

基本事業名 基本事業17－３．障がい者の自立と社会参加への基盤づくりの推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

根　拠　法　令 障害者総合支援法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画

障がい福祉サービスの受給件数 件 7,271 7,453 7,500 7,602 101.4% 7,700 

障がい福祉サービスの給付費 千円 732,306 727,787 844,137 761,738 90.2% 843,514 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

事業費合計 　　(Ａ) 円 735,195,501 722,510,851 843,769,000 764,507,119 5.8% 846,382,000 

①国庫支出金 円 375,830,000 399,000,000 420,392,000 420,392,000 5.4% 421,757,000 

②県支出金 円 183,076,494 179,946,000 210,196,000 190,434,518 5.8% 210,878,000 

③地方債 円

④その他（使用料、雑入等） 円

⑤一般財源 円 176,289,007 143,564,851 213,181,000 153,680,601 7.0% 213,747,000 

①事務事業に携わる正規職員数 人 4 4 4 4 0.0% 4 

②年間所要時間 時間 2,600 2,600 2,800 2,600 0.0% 3,600 

③人件費（②×＠ 3,956 円）(Ｂ) 円 10,285,600 10,285,600 11,076,800 10,285,600 0.0% 14,241,600 

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 745,481,101 732,796,451 854,845,800 774,792,719 5.7% 860,623,600 

　令和5年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度 １ 高い

コスト効率 ２ 普通

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

現状を維持

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止

担
当
部
署

予
算
科
目

総
合
計
画

事 業 概 要

障がい福祉サービスを希望する障がい者等に対し、支給の要否を決定し、支給決定者がサービスを受けた場合、その給付費を支
払うことにより自立した生活を支援する。
身体障害者（児）等に対し、障害を補完するために必要な補装具を購入・修理するための費用を給付することにより、自立した
生活を支援する。

対　   　象 障がい福祉サービスを必要とする障がい者等

手       段
（活動指標）

障がい福祉サービスを希望する障がい者等に対し、支給の要否を決定し、支給決定者がサービスを受けた場合、その給
付費を支払う。

意       図
（成果指標）

必要なサービスを受けることにより、自立した生活を可能とする。補装具費を給付することにより、購入・修理にかか
る費用負担を軽減でき、障害を補い、自立した生活を送れる。

３
指　
　

標

活動指標名・成果指標名 単位

活
動

成
果

区　　　分 単位

事
業
費

財
源
内
訳

人
件
費

評価の視点 R4評価 R5評価 評価結果の説明 個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ａ Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

効  率  性 Ｂ Ｂ 進め方等の改善が必要

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当 不要

今
後
の
方
針

方
針
の
説
明
等

施設入所者の人数は横ばいで推移しており、在宅で暮らす障
がい者には支援計画に基づき、適切なサービス提供が行われ
ている。障がい者の生活を支えるために必要不可欠な事業で
ある。

１
基
本
項
目

２
事
業
概
要

４
コ
ス
ト
情
報

５
取
組
内
容

障がい福祉サービスを希望する障がい者に対し、支給の要否を決定し、その給付費を支払う。

６
評　
　

価

１
次
評
価

２
次
評
価



令和5年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

ソフト事業 40

事 務 事 業 名 障がい児通所支援事業 課　　等　　名 社会福祉課

予 算 事 業 名 障がい児通所支援事業 係　　　　　名 福祉係

事　務　区　分 自治事務 電　話　番　号 0765-23-1005

事　業　期　間 開始年度 平成24年度 終了年度 当面継続 会　　　　　計 一般会計

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款 民生費

政　策　名 政策08．支え合いと寄り添いのまちづくり 項 児童福祉費

施　策　名 施策17．障がい者・生活困窮者の自立支援の促進 目 児童発達支援費

基本事業名 基本事業17－３．障がい者の自立と社会参加への基盤づくりの推進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

根　拠　法　令 児童福祉法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画

障がい児通所支援の希望者数 人 62 70 70 80 114.3% 85 

障がい児通所支援の受給者数 人 62 70 70 80 114.3% 85 
障がい児通所支援の受給者数／障がい児通所支援の希望者数 ％ 100 100 100 100 100.0% 100 

障がい児通所給付費 円 67,232,275 81,243,414 96,340,000 94,496,735 98.1% 116,802,000 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

事業費合計 　　(Ａ) 円 67,232,275 81,243,414 96,340,000 94,819,715 16.7% 117,160,000 

①国庫支出金 円 34,553,500 45,250,000 47,999,000 47,999,500 6.1% 58,401,000 

②県支出金 円 16,713,174 20,235,433 23,999,000 23,624,183 16.7% 29,200,000 

③地方債 円 0 

④その他（使用料、雑入等） 円 0 

⑤一般財源 円 15,965,601 15,757,981 24,342,000 23,196,032 47.2% 29,559,000 

①事務事業に携わる正規職員数 人 1 1 1 1 0.0% 1 

②年間所要時間 時間 900 900 900 900 0.0% 1,100 

③人件費（②×＠ 3,956 円）(Ｂ) 円 3,560,400 3,560,400 3,560,400 3,560,400 0.0% 4,351,600 

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 70,792,675 84,803,814 99,900,400 98,380,115 16.0% 121,511,600 

　令和5年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

目標達成度 １ 高い

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度 １ 高い

コスト効率 １ 高い

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

現状を維持

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止

担
当
部
署

予
算
科
目

総
合
計
画

事 業 概 要
障がい児通所支援を希望する障がいのある児童の保護者に対し給付の要否を決定し、児童がサービスを受けた場合、そ
の給付費を支払い、障がいのある児童が地域社会で安心して生活するための支援を行う。

対　   　象 障がい児通所サービスを必要とする児童及びその保護者

手       段
（活動指標）

障がい児通所支援を希望する障がいのある児童の保護者に対し給付の要否を決定し、児童がサービスを受けた場合、そ
の給付費を支払う。

意       図
（成果指標）

必要なサービスを受けることにより、障がいのある児童が地域で安心して暮らせる。

３
指　
　

標

活動指標名・成果指標名 単位

活
動

成
果

区　　　分 単位

事
業
費

財
源
内
訳

人
件
費

評価の視点 R4評価 R5評価 評価結果の説明 個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ａ Ａ 特に問題なし

効  率  性 Ａ Ａ 特に問題なし

結果
(課長総括) Ａ Ａ 計画どおり事業を実施することが適当 不要

今
後
の
方
針

方
針
の
説
明
等

サービス提供を希望する障がい児に対し、希望通りサービス
提供が行われている。今後も、適切なサービス提供を行うと
ともに障がい児とその家族が地域で安心して暮らせる環境を
整備していく必要がある。

１
基
本
項
目

２
事
業
概
要

４
コ
ス
ト
情
報

５
取
組
内
容

障がい福祉サービスを希望する障がい児に対し、支給の要否を決定し、その給付費を支払う。

６
評　
　

価

１
次
評
価

２
次
評
価



令和5年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

補助金 45

事 務 事 業 名 生活保護事業 課　　等　　名 社会福祉課

予 算 事 業 名 生活保護事業 係　　　　　名 保護係

事　務　区　分 法定受託事務 電　話　番　号 0765-23-1077

事　業　期　間 開始年度 昭和25年度 終了年度 当面継続 会　　　　　計 一般会計

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款 民生費

政　策　名 政策08．支え合いと寄り添いのまちづくり 項 生活保護費

施　策　名 施策17．障がい者・生活困窮者の自立支援の促進 目 生活保護費

基本事業名 基本事業17－４．生活困窮者の自立促進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

根　拠　法　令 生活保護法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 集中プランとの関連 関連なし

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画

相談件数（延） 件 134 110 130 92 70.8% 120 

年度中の新規保護世帯数 世帯 38 30 30 25 83.3% 30 

被保護世帯数 世帯 124 138 130 142 109.2% 140 

被保護者数 人 139 158 150 157 104.7% 150 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

事業費合計 　　(Ａ) 円 228,985,617 256,398,660 313,840,000 312,544,869 21.9% 285,835,000 

①国庫支出金 円 176,907,983 189,825,355 226,292,000 230,250,999 21.3% 208,734,000 

②県支出金 円 4,211,617 3,717,247 3,963,000 3,993,843 7.4% 3,919,000 

③地方債 円

④その他（使用料、雑入等） 円 1 1,773,095 1,000 

⑤一般財源 円 47,866,017 62,856,058 83,584,999 76,526,932 21.7% 73,181,000 

①事務事業に携わる正規職員数 人 4 3 3 3 0.0% 3 

②年間所要時間 時間 4,400 3,900 3,900 3,700 -5.1% 3,900 

③人件費（②×＠ 3,956 円）(Ｂ) 円 17,406,400 15,428,400 15,428,400 14,637,200 -5.1% 15,428,400 

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 246,392,017 271,827,060 329,268,400 327,182,069 20.4% 301,263,400 

　令和5年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 １ 妥当である

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度 １ 高い

コスト効率 ２ 普通

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

現状を維持

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止

担
当
部
署

予
算
科
目

総
合
計
画

事 業 概 要

日本国憲法第25条に規定する理念に基づき、国が生活に困窮する全ての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護をおこ
ない、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長する事を目的とした制度。保護の種類は、生活扶助、住宅扶
助、教育扶助、介護扶助、医療扶助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助の8つの扶助で構成され、必要に応じて保護金品等を被保護
者に支給する。

対　   　象 市内に居住地を有する生活に困窮する者

手       段
（活動指標）

相談、保護の決定、保護費の支給、自立助長のための助言、指導。

意       図
（成果指標）

困窮の程度に応じて、必要な保護を行う。健康で文化的な最低限度の生活を保障しつつ、その自立を助長する。

３
指　
　

標

活動指標名・成果指標名 単位

活
動

成
果

区　　　分 単位

事
業
費

財
源
内
訳

人
件
費

評価の視点 R4評価 R5評価 評価結果の説明 個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ａ Ａ 特に問題なし

③ 対象の妥当性 １ 妥当である

有  効  性 Ａ Ａ 目標達成度は設定にばらつきがあるため評点への影
響低い

効  率  性 Ｂ Ｂ 進め方等の改善が必要

結果
(課長総括) Ａ Ａ 現行どおり補助することが適当 不要

今
後
の
方
針

方
針
の
説
明
等

セーフティーネットの役割を果たすとともに、援助方針に基
づき適正に自立の助長を促す必要がある。

１
基
本
項
目

２
事
業
概
要

４
コ
ス
ト
情
報

５
取
組
内
容

被保護者の困窮の程度に応じて、必要な支援を行う。健康で文化的な最低限度の生活を保障しつつ、その自立を助長する。

６
評　
　

価

１
次
評
価

２
次
評
価



令和5年度実績に関する事務事業評価表 事業№

①

②

①

②

①

②

①

②

③

①

②

③

○

補助金 47

事 務 事 業 名 生活困窮者自立支援事業 課　　等　　名 社会福祉課

予 算 事 業 名 生活困窮者自立支援事業・就労支援事業 係　　　　　名 保護係

事　務　区　分 法定受託事務 電　話　番　号 0765-23-1077

事　業　期　間 開始年度 平成27年度 終了年度 当面継続 会　　　　　計 一般会計

目　標　名 目標２．未来につなぐまち 款 民生費

政　策　名 政策08．支え合いと寄り添いのまちづくり 項 生活保護費

施　策　名 施策17．障がい者・生活困窮者の自立支援の促進 目 生活保護費

基本事業名 基本事業17－４．生活困窮者の自立促進 総 合 計 画 主 な 事 業 記載あり（評価対象）

根　拠　法　令 生活困窮者自立支援法 総 合 戦 略 と の 関 連 関連なし

アウトソーシング導入状況 アウトソーシング導入済（業務委託） 集中プランとの関連 関連なし

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

実績 実績 計画 実績 達成率 計画

相談受付数（総数） 件 51 32 50 20 40.0% 30 

プラン作成数（総数） 件 9 10 10 7 70.0% 10 

就労者数（総数） 人 9 3 10 5 50.0% 10 

支援終了者数 人 14 8 10 7 70.0% 10 

R3年度 R4年度 R5年度 R6年度

決算額 決算額 予算現額 決算額 決算増減率 当初予算額

事業費合計 　　(Ａ) 円 6,018,609 6,698,197 9,966,000 7,287,166 8.8% 9,500,000 

①国庫支出金 円 4,237,000 4,855,000 7,171,400 5,964,992 22.9% 6,880,000 

②県支出金 円 520,000 

③地方債 円

④その他（使用料、雑入等） 円

⑤一般財源 円 1,781,609 1,843,197 2,794,600 802,174 -56.5% 2,620,000 

①事務事業に携わる正規職員数 人 3 3 3 3 0.0% 3 

②年間所要時間 時間 900 900 900 900 0.0% 900 

③人件費（②×＠ 3,956 円）(Ｂ) 円 3,560,400 3,560,400 3,560,400 3,560,400 0.0% 3,560,400 

総　費　用（Ａ＋Ｂ） 円 9,579,009 10,258,597 13,526,400 10,847,566 5.7% 13,060,400 

　令和5年度に取り組んだ事務事業の内容や事業費の主な内訳等

自治体関与の妥当性 １ 妥当である

目的の妥当性 ２ 検討の余地あり

目標達成度 ２ 目標どおり

類似事業の有無 １ なし

上位施策への貢献度 ２ 普通

コスト効率 ２ 普通

実施主体の適正化 １ 適正である

負担割合の適正化 １ 適正である

現状を維持

事業の拡充

事業の縮小

統合等の検討

終了又は廃止・休止

担
当
部
署

予
算
科
目

総
合
計
画

事 業 概 要
生活保護に至る前段階にある生活困窮者を対象とし、自立支援対策の強化を目的としている。富山県東部生活自立支援
センターに業務を委託し、困窮者の状況に応じて相談、生活指導、保健指導、住宅確保、就職支援等を行い、困窮者の
自立支援を行う。

対　   　象 市内に居住地を有する生活に困窮する者

手       段
（活動指標）

相談、自立助長のための助言、就労支援。

意       図
（成果指標）

生活困窮者の困窮の程度に応じて生活指導、保健指導、就職支援等を通して自立を助長する。

３
指　
　

標

活動指標名・成果指標名 単位

活
動

成
果

区　　　分 単位

事
業
費

財
源
内
訳

人
件
費

評価の視点 R4評価 R5評価 評価結果の説明 個別評価の項目 個別評価の判定

妥　当　性 Ｂ Ｃ 内容の見直しが必要

③ 対象の妥当性 ３ 妥当でない

有  効  性 Ｂ Ｂ 有効性をさらに高めるため若干の改善が必要

効  率  性 Ｂ Ｂ 進め方等の改善が必要

結果
(課長総括) Ｂ Ｂ 補助率及び上限額について見直す余地あり 不要

今
後
の
方
針

方
針
の
説
明
等

広域で対応しているため、引き続き各支援機関との連携を強
化していく。

１
基
本
項
目

２
事
業
概
要

４
コ
ス
ト
情
報

５
取
組
内
容

生活困窮者のニーズに合わせて生活指導、保健指導、住宅確保、就職支援等、困窮者の自立支援を行った。
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１
次
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価

２
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価


